
第５６１号２０１７年（平成２９年）６月１５日 ニ　ュ　ー　ス　専　修（9）

貸借対照表

平成29年3月31日 （単位 円）

資　　産　　の　　部

科  　　　　　　　 目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　減

固 定 資 産 128,613,207,680 127,558,846,564 1,054,361,116

有 形 固 定 資 産 96,333,564,093 95,736,874,723 596,689,370

土 地 35,525,858,979 35,525,858,979 0

建 物 39,606,164,591 36,107,210,631 3,498,953,960

構 築 物 2,474,711,425 2,186,506,790 288,204,635

教育研究用機器備品 1,902,957,387 2,204,466,783 △  301,509,396

管 理 用 機 器 備 品 218,684,223 234,546,224 △   15,862,001

図 書 16,529,992,408 16,205,883,901 324,108,507

そ の 他 75,195,080 3,272,401,415 △3,197,206,335

特 定 資 産 31,534,231,424 31,074,214,713 460,016,711

第２号基本金引当特定資産 400,000,000 200,000,000 200,000,000

第３号基本金引当特定資産 2,734,231,424 2,724,214,713 10,016,711

退職給与引当資産 3,800,000,000 3,750,000,000 50,000,000

法人基金準備資産 6,900,000,000 6,900,000,000 0

施設設備準備資産 17,700,000,000 17,500,000,000 200,000,000

その他の固定資産 745,412,163 747,757,128 △    2,344,965

有 価 証 券 713,888,429 713,888,539 △          110

そ の 他 31,523,734 33,868,589 △    2,344,855

流 動 資 産 7,906,479,025 7,614,865,630 291,613,395

現 金 預 金 6,839,067,386 6,733,298,453 105,768,933

未 収 入 金 819,218,558 555,681,503 263,537,055

そ の 他 248,193,081 325,885,674 △   77,692,593

資 産 の 部 合 計 136,519,686,705 135,173,712,194 1,345,974,511

負　　債　　の　　部

科  　　　　　　　 目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　減

固 定 負 債 14,183,114,974 13,883,457,927 299,657,047

長 期 借 入 金 4,732,110,000 4,038,870,000 693,240,000

長 期 未 払 金 225,658,625 542,998,902 △  317,340,277

退 職 給 与 引 当 金 9,225,346,349 9,301,589,025 △   76,242,676

流 動 負 債 7,382,561,503 6,816,189,722 566,371,781

短 期 借 入 金 206,760,000 61,130,000 145,630,000

前 受 金 4,234,822,000 4,418,979,000 △  184,157,000

そ の 他 2,940,979,503 2,336,080,722 604,898,781

負 債 の 部 合 計 21,565,676,477 20,699,647,649 866,028,828

純　 資　 産　 の　 部

科  　　　　　　　 目 本　年　度　末 前　年　度　末 増　　　減

基 本 金 149,659,462,358 148,016,628,357 1,642,834,001

第 １ 号 基 本 金 144,696,230,934 143,263,413,644 1,432,817,290

第 ２ 号 基 本 金 400,000,000 200,000,000 200,000,000

第 ３ 号 基 本 金 2,734,231,424 2,724,214,713 10,016,711

第 ４ 号 基 本 金 1,829,000,000 1,829,000,000 0

繰 越 収 支 差 額 △34,705,452,130 △33,542,563,812 △1,162,888,318

翌年度繰越収支差額 △34,705,452,130 △33,542,563,812 △1,162,888,318

純 資 産 の 部 合 計 114,954,010,228 114,474,064,545 479,945,683

負債及び純資産の部合計 136,519,686,705 135,173,712,194 1,345,974,511

教
育
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

科　　　目 金　　　額

収
　
　
入

学生生徒等納付金収入 20,707,945,265

手数料収入 1,052,417,618

特別寄付金収入 151,607,549

経常費等補助金収入 806,934,552

付随事業収入 646,517,407

雑収入 983,386,437

教育活動資金収入計 24,348,808,828

支
　
　
出

人件費支出 14,927,703,071

教育研究経費支出 5,046,855,805

管理経費支出 1,574,979,526

教育活動資金支出計 21,549,538,402

差引 2,799,270,426

調整勘定等 91,162,098

教育活動資金収支差額 2,890,432,524

施
設
整
備
等
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

科　　　目 金　　　額

収
　
　
入

施設設備寄付金収入 12,194,500

施設設備補助金収入 20,546,200

施設設備売却収入 27,980

施設整備等活動資金収入計 32,768,680

支
　
　
出

施設関係支出 2,614,925,541

設備関係支出 469,312,443

第２号基本金引当特定資産繰入支出 200,000,000

施設設備準備資産繰入支出 200,000,000

施設整備等活動資金支出計 3,484,237,984

差引 △3,451,469,304

調整勘定等 △  248,509,568

施設整備等活動資金収支差額 △3,699,978,872

小計（教育活動資金収支差額＋施設整備等活動資金収支差額）△  809,546,348

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

科　　　目 金　　　額

収
　
　
入

借入金等収入 900,000,000

有価証券売却収入 63

その他の収入 80,642,280

小計 980,642,343

受取利息・配当金収入 59,823,767

その他の活動資金収入計 1,040,466,110

支
　
　
出

借入金等返済支出 61,130,000

第３号基本金引当特定資産繰入支出 10,016,711

退職給与引当資産繰入支出 50,000,000

その他の支出 4,004,118

小計 125,150,829

その他の活動資金支出計 125,150,829

差引 915,315,281

調整勘定等 0

その他の活動資金収支差額 915,315,281

支払資金の増減額（小計＋その他の活動資金収支差額） 105,768,933

前年度繰越支払資金 6,733,298,453

翌年度繰越支払資金 6,839,067,386

活動区分資金収支計算書
平成28年4月1日から平成29年3月31日まで（単位 円）

事業活動収支決算科目別構成

事業活動収入計

24,614,147千円

学生生徒等納付金

84.1％

事業活動支出計

24,134,202千円

人件費

61.5％

教育研究経費

30.3％

管理経費

7.5％

資産処分差額

0.7％

手数料

4.3％

寄付金

0.6％

経常費等
補助金

3.3％

付随事業収入

2.6％

雑収入

4.0％
受取利息・配当金

0.3％

その他の特別収入

0.8％

比 率 算　式（×100）
平成24年度
（決 算）

平成25年度
（決 算）

平成26年度
（決 算）

人 件 費

比 率

人 件 費

帰 属 収 入

58.51％

（52.8％）

59.58％

（52.4％）

60.67％

（50.9％）

人 件 費

依 存 率

人 件 費

学生生徒等納付金

73.44％

（71.9％）

74.61％

（72.4％）

72.98％

（73.3％）

教育研究

経費比率

教 育 研 究 経 費

帰 属 収 入

34.24％

（31.2％）

31.13％

（31.5％）

33.12％

（31.2％）

管理経費

比 率

管 理 経 費

帰 属 収 入

7.98％

（9.2％）

7.73％

（8.8％）

8.08％

（9.0％）

帰属収支

差額比率

帰属収入－消費支出

帰 属 収 入

△1.62％

（4.8％）

0.59％

（5.2％）

△3.34％

（7.2％）

主　要　財　務　比　率

備考 （　）内は日本私立学校振興・共済事業団調査による医歯系法人を除く
　　　大学法人平均値を示す。

備考 １．経常収入は、教育活動収入計と教育活動外収入計の合計

比 率 算　式（×100）
平成27年度
（決　算）

平成28年度
（決　算）

人 件 費

比 率

人 件 費

経 常 収 入

60.43％

（53.7％）

60.85％

人 件 費

依 存 率

人 件 費

学生生徒等納付金

72.89％

（73.0％）

71.72％

教育研究

経費比率

教 育 研 究 経 費

経 常 収 入

31.07％

（33.2％）

29.97％

管理経費

比 率

管 理 経 費

経 常 収 入

7.55％

（9.3％）

7.36％

事業活動収支

差 額 比 率

基 本 金 組 入 前

当 年 度 収 支 差 額

事 業 活 動 収 入

△5.37％

（4.7％）

1.95％

学校法人会計基準改正に
伴う新たな財務比率

　　　２．（　）内は日本私立学校振興・共済事業団調査による医歯
　　　　 系法人を除く大学法人平均値を示す。

・
公
租
公
課
支
出
‥
７
０
９
０

万
円
（
２
２
２
８
万
円
の
増
）

　
消
費
税
等
確
定
申
告
額
等
の

増・
広
告
費
支
出
‥
３
億
１
７
４

２
万
円（
１
１
９
３
万
円
の
減
）

　
広
告
予
定
紙
廃
刊
、
広
告
契

約
終
了
、
計
画
の
見
直
し
等
に

よ
る
減

　
④
借
入
金
等
利
息
支
出
は
、

計
上
額
な
し
。

　
⑤
借
入
金
等
返
済
支
出
は
、

予
算
ど
お
り
の
返
済
で
６
１
１

３
万
円
。

　
⑥
施
設
関
係
支
出
は
、
予
算

比
３
・
84
％
減
の
26
億
１
４
９

２
万
円
（
前
年
度
比
で
は
22
・

30
％
の
減
）。
※
⑥
の
主
な
内

容
に
つ
い
て
は
、
後
記
の
〔
主

な
施
設
等
整
備
事
項
〕に
記
載
。

　
⑦
設
備
関
係
支
出
は
、
予
算

比
９
・
35
％
増
の
４
億
６
９
３

１
万
円
（
前
年
度
比
で
は
12
・

23
％
の
減
）。

　
こ
の
う
ち
、
教
育
研
究
用
機

器
備
品
支
出
は
、
予
算
比
23
・

92
％
増
の
２
億
６
３
３
５
万
円

で
、
差
異
は
、
生
田
２
・
３
号

館
設
備
品
費
、
受
託
研
究
費
、

研
究
助
成
費
、
科
学
研
究
費
間

接
経
費
等
設
備
品
購
入
の
増
。

　
⑧
資
産
運
用
支
出
は
、
予
算

比
30
・
31
％
減
の
４
億
６
０
０

１
万
円
（
前
年
度
比
で
は
43
・

00
％
の
減
）。

　
第
２
号
基
本
金
引
当
特
定
資

産
繰
入
支
出
が
２
億
円
、
第
３

号
基
本
金
引
当
特
定
資
産
繰
入

支
出
が
１
０
０
１
万
円
、
退
職

給
与
引
当
資
産
繰
入
支
出
が
５

０
０
０
万
円
、
施
設
設
備
準
備

資
産
繰
入
支
出
が
２
億
円
と
な

っ
て
い
る
。

　
⑨
そ
の
他
の
支
出
は
、
前
期

末
未
払
金
支
払
支
出
、
前
払
金

支
払
支
出
等
で
12
億
７
４
９
５

万
円
。
予
備
費
の
使
用
額
は
な

い
。ま
た
、資
金
支
出
調
整
勘
定

（
支
出
の
振
替
控
除
科
目
）は
、

期
末
未
払
金
及
び
前
期
末
前
払

金
で
15
億
６
１
２
９
万
円
。

【
主
な
施
設
等
整
備
事
項
】

〈
専
修
大
学
〉

①
神
田
２
号
館
教
室
赤
外
線
マ

イ
ク
更
新
に
伴
う
通
信
配
線
工

事
②
神
田
３
号
館
１
階
守
衛
所

電
源
設
置
工
事
及
び
地
下
３
階

体
育
室
照
明
更
新
工
事
③
神
田

６
号
館
入
学
セ
ン
タ
ー
イ
ン
フ

ォ
メ
ー
シ
ョ
ン
及
び
神
田
７
号

館
教
室
天
井
等
落
下
防
止
対
策

工
事
④
神
田
校
舎
無
線
Ｌ
Ａ
Ｎ

　
貸
借
対
照
表
は
、
平
成
29
年

３
月
31
日
現
在
の
資
産
、
負

債
、
基
本
金
等
の
状
況
を
前
年

度
末
と
対
比
さ
せ
て
表
示
し
て

い
る
。

（
１
）
資
産
の
部

　
資
産
の
部
で
は
、
固
定
資
産

が
、
前
年
度
末
よ
り
10
億
５
４

３
６
万
円
増
の
１
２
８
６
億
１

３
２
０
万
円
。
こ
の
う
ち
、
有

形
固
定
資
産
が
、
建
物
、
構
築

物
、
図
書
、
車
両
の
増
に
よ

り
、
前
年
度
末
よ
り
５
億
９
６

６
８
万
円
増
の
９
６
３
億
３
３

５
６
万
円
。
特
定
資
産
は
、
第

２
号
基
本
金
引
当
特
定
資
産
等

の
増
に
よ
り
、
前
年
度
末
よ
り

４
億
６
０
０
１
万
円
増
の
３
１

５
億
３
４
２
３
万
円
。
そ
の
他

の
固
定
資
産
は
、
教
職
員
貸
付

金
等
の
減
に
よ
り
、
前
年
度
末

よ
り
２
３
４
万
円
減
の
７
億
４

５
４
１
万
円
。

　
流
動
資
産
は
、
現
金
預
金
、

未
収
入
金
等
の
増
で
、
前
年
度

末
よ
り
２
億
９
１
６
１
万
円
増

の
79
億
６
４
７
万
円
。

　
資
産
の
部
合
計
は
、
前
年
度

末
よ
り
13
億
４
５
９
７
万
円
増

の
１
３
６
５
億
１
９
６
８
万
円

と
な
っ
て
い
る
。

（
２
）
負
債
の
部

　
負
債
の
部
で
は
、
固
定
負
債

が
長
期
借
入
金
の
増
で
前
年
度

末
よ
り
２
億
９
９
６
５
万
円
増

の
１
４
１
億
８
３
１
１
万
円
。

　
流
動
負
債
は
、
短
期
未
払
金

等
の
増
で
前
年
度
末
よ
り
５
億

６
６
３
７
万
円
増
の
73
億
８
２

５
６
万
円
。
負
債
の
部
合
計

は
、
前
年
度
末
よ
り
８
億
６
６

０
２
万
円
増
の
２
１
５
億
６
５

６
７
万
円
と
な
っ
て
い
る
。

（
３
）
純
資
産
の
部

　
純
資
産
の
部
で
は
、
基
本
金

が
前
年
度
末
よ
り
16
億
４
２
８

３
万
円
増
の
１
４
９
６
億
５
９

４
６
万
円
。
こ
の
う
ち
第
１
号

基
本
金
が
前
年
度
末
よ
り
14
億

３
２
８
１
万
円
増
の
１
４
４
６

億
９
６
２
３
万
円
。
第
２
号
基

本
金
は
、
前
年
度
末
よ
り
２
億

円
の
増
。
第
３
号
基
本
金
が
前

年
度
末
よ
り
１
０
０
１
万
円
増

の
27
億
３
４
２
３
万
円
。
第
４

号
基
本
金
は
、
増
減
が
な
く
、

前
年
度
末
と
同
額
の
18
億
２
９

０
０
万
円
。

　
繰
越
収
支
差
額
は
、
翌
年
度

繰
越
収
支
差
額
が
事
業
活
動
収

支
計
算
書
の
同
科
目
と
同
一
の

３
４
７
億
５
４
５
万
円
の
支
出

超
過
。

　
純
資
産
の
部
合
計
は
、
前
年

度
末
よ
り
４
億
７
９
９
４
万
円

増
の
１
１
４
９
億
５
４
０
１
万

円
と
な
っ
て
い
る
。

　
事
業
活
動
収
支
計
算
書
で

は
、
事
業
活
動
収
入
計
（
学
校

法
人
の
負
債
と
な
ら
な
い
収

入
）
が
予
算
比
０
・
71
％
減
の

２
４
６
億
１
４
１
４
万
円
〔
前

年
度
比
で
は
０
・
19
％
（
４
６

８
６
万
円
）
の
減
〕。
事
業
活

動
支
出
計
は
、
予
算
比
０
・

50
％
減
の
２
４
１
億
３
４
２
０

万
円
〔
前
年
度
比
で
は
７
・
13

％
（
18
億
５
１
９
８
万
円
）
の

減
〕
と
な
り
、
基
本
金
組
入
前

当
年
度
収
支
差
額
は
、
４
億
７

９
９
４
万
円
と
な
っ
て
い
る
。

基
本
金
組
入
額
合
計
は
、
予
算

比
43
・
05
％
減
の
△
16
億
４
２

８
３
万
円
と
な
り
、
基
本
金
組

入
前
当
年
度
収
支
差
額
と
基
本

金
組
入
額
合
計
を
合
わ
せ
た
当

年
度
収
支
差
額
は
、
予
算
に
比

べ
支
出
超
過
の
額
が
50
・
52
％

減
の
△
11
億
６
２
８
８
万
円
と

な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
前
年
度

繰
越
収
支
差
額
（
△
３
３
５
億

４
２
５
６
万
円
）
を
加
え
た
翌

年
度
繰
越
収
支
差
額
は
、
予
算

に
比
べ
支
出
超
過
の
額
が
３
・

31
％
減
の
３
４
７
億
５
４
５
万

円
〔
前
年
度
比
で
は
３
・
47
％

（
11
億
６
２
８
８
万
円
）
の

更
新
に
伴
う
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
配

線
工
事
⑤
神
田
新
校
舎
（
仮

称
）
新
築
に
伴
う
土
壌
汚
染
検

体
調
査
⑥
生
田
１
号
館
教
室
棟

ト
イ
レ
改
修
工
事
⑦
生
田
２
・

３
号
館
新
築
工
事
⑧
生
田
７
号

館
教
室
視
聴
覚
設
備
更
新
に
伴

う
電
気
設
備
工
事
⑨
生
田
９
号

館
Ｃ
Ｖ
Ｃ
Ｆ
室
無
停
電
電
源
設

備
更
新
工
事
⑩
生
田
校
舎
無
線

Ｌ
Ａ
Ｎ
シ
ス
テ
ム
更
新
に
伴
う

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
配
線
工
事
⑪
生

田
校
舎
及
び
周
辺
防
犯
カ
メ
ラ

設
備
設
置
に
伴
う
通
信
配
線
工

事
⑫
生
田
総
合
体
育
館
照
明
器

具
改
修
及
び
中
央
監
視
設
備
更

新
工
事
⑬
生
田
第
１
体
育
寮
給

水
メ
ー
タ
ー
共
同
化
及
び
東
側

連
絡
階
段
改
修
工
事
⑭
生
田
第

１
学
生
自
治
会
館
部
室
空
調
機

設
置
工
事
⑮
伊
勢
原
総
合
グ
ラ

ウ
ン
ド
野
球
場
改
修
工
事
⑯
伊

勢
原
体
育
寮
ト
イ
レ
温
水
洗
浄

便
座
設
置
及
び
食
堂
厨
房
電
気

・
給
排
水
設
備
工
事
⑰
御
宿
セ

ミ
ナ
ー
ハ
ウ
ス
宿
泊
棟
空
調
機

更
新
工
事
⑱
専
修
大
学
北
海
道

短
期
大
学
記
念
碑
設
置
工
事 

増
〕
と
な
っ
て
い
る
。

基
本
金
組
入
額
合
計
の
内
訳

　
第
１
号
基
本
金
　
14
億
３
２

８
１
万
円
の
組
入
（
当
年
度
取

得
資
産
及
び
借
入
金
返
済
等
の

組
入
額
）

　
第
２
号
基
本
金
　
２
億
円
の

組
入
（
将
来
取
得
す
る
固
定
資

産
の
取
得
に
充
て
る
預
金
等
の

資
産
の
組
入
額
）

　
第
３
号
基
本
金
　
１
０
０
１

万
円
の
組
入
（
奨
学
基
金
等
の

組
入
額
）

　
第
４
号
基
本
金
　
当
年
度
組

入
額
な
し
（
恒
常
的
に
保
持
す

べ
き
資
金
と
し
て
定
め
ら
れ
た

額
の
組
入
額
）

※
事
業
活
動
区
分
ご
と
に
、
前

記
の
資
金
収
支
計
算
書
と
共
通

の
科
目
を
除
く
事
業
活
動
収
支

計
算
書
特
有
の
も
の
に
つ
い
て

説
明
。

（
１
）
経
常
収
支

　
①
教
育
活
動
収
支

　
教
育
活
動
収
入
計
は
、
予
算

比
０
・
28
％
増
の
２
４
３
億
４

８
８
０
万
円
（
前
年
度
比
で
は

０
・
89
％
の
増
）。
教
育
活
動

支
出
計
は
、
予
算
比
０
・
51
％

減
の
２
３
９
億
６
３
９
２
万
円

（
前
年
度
比
で
は
０
・
19
％
の

減
）
と
な
り
、
教
育
活
動
収
支

差
額
は
、
３
億
８
４
８
８
万
円

（
前
年
度
比
で
は
２
０
８
・
99

％
の
増
）
と
な
っ
て
い
る
。

（
事
業
活
動
収
入
の
部
）

・
寄
付
金
は
、
施
設
設
備
寄
付

金
を
除
い
た
も
の
で
、
予
算
比

24
・
20
％
減
の
１
億
５
１
６
０

万
円
（
前
年
度
比
で
は
56
・
42

％
の
増
）。
周
年
記
念
事
業
に

伴
う
特
別
寄
付
金
。

・
経
常
費
等
補
助
金
は
、
施
設

設
備
補
助
金
を
除
い
た
も
の

で
、
予
算
比
６
・
95
％
減
の
８

億
６
９
３
万
円
（
前
年
度
比
で

は
47
・
94
％
の
減
）。
こ
の
う

ち
国
庫
補
助
金
は
、
経
常
費
補

助
金
が
予
算
比
７
・
08
％
減
の

７
億
９
３
５
７
万
円
。

（
事
業
活
動
支
出
の
部
）

・
人
件
費
は
、
予
算
比
０
・
13

％
減
の
１
４
８
億
５
１
４
６
万

円
（
前
年
度
比
で
は
１
・
38
％

の
増
）。
退
職
給
与
引
当
金
繰

入
額
12
億
１
０
４
４
万
円
を
含

ん
で
い
る
。

・
教
育
研
究
経
費
は
、
予
算
比

１
・
85
％
減
の
73
億
１
５
５
７

万
円
（
前
年
度
比
で
は
２
・
86

％
の
減
）。
減
価
償
却
額
22
億

６
８
７
１
万
円
を
含
ん
で
い

る
。

・
管
理
経
費
は
、
予
算
比
１
・

96
％
増
の
17
億
９
６
８
９
万
円

（
前
年
度
比
で
は
１
・
75
％
の

減
）。
減
価
償
却
額
２
億
２
１

９
１
万
円
を
含
ん
で
い
る
。

　
②
教
育
活
動
外
収
支

　
教
育
活
動
外
収
入
計
は
、
予

算
比
62
・
32
％
増
の
５
９
８
２

万
円
（
前
年
度
比
で
は
43
・
58

％
の
減
）。
教
育
活
動
外
支
出

計
は
、
計
上
額
が
な
く
、
教
育

活
動
外
収
支
差
額
は
、
５
９
８

２
万
円
（
前
年
度
比
で
は
42
・

97
％
の
減
）
と
な
っ
て
い
る
。

　
③
経
常
収
支
差
額

　
教
育
活
動
収
支
差
額
と
教
育

活
動
外
収
支
差
額
を
合
わ
せ
た

経
常
収
支
差
額
は
、
４
億
４
４

７
０
万
円
（
前
年
度
比
で
は
93

・
80
％
の
増
）と
な
っ
て
い
る
。

（
２
）
特
別
収
支

　
特
別
収
入
計
は
、
予
算
比
56

・
47
％
減
の
２
億
５
５
１
万
円

（
前
年
度
比
で
は
51
・
26
％
の

減
）。
特
別
支
出
計
は
、
予
算

比
７
７
４
・
07
％
増
の
１
億
７

０
２
７
万
円
（
前
年
度
比
で
は

91
・
38
％
の
減
）
と
な
り
、
特

別
収
支
差
額
は
、
３
５
２
３
万

円
（
前
年
度
比
１
０
２
・
27
％

の
増
）
と
な
っ
て
い
る
。

（
事
業
活
動
収
入
の
部
）

・
資
産
売
却
差
額
は
、
計
上
額

な
し
。

・
そ
の
他
の
特
別
収
入
の
科
目

別
の
内
訳
は
、以
下
の
と
お
り
。

　
施
設
設
備
寄
付
金

 

１
２
１
９
万
円

　
受
贈
お
よ
び
編
入
図
書

 

１
億
４
７
０
０
万
円

　
そ
の
他
の
受
贈
資
産

 

２
５
７
６
万
円

　
施
設
設
備
補
助
金

 

２
０
５
４
万
円

（
事
業
活
動
支
出
の
部
）

・
資
産
処
分
差
額
は
、
施
設
処

分
差
額
が
予
算
比
９
９
１
・
81

％
増
の
１
億
３
８
８
８
万
円
。

設
備
処
分
差
額
が
予
算
比
３
６

４
・
32
％
増
の
３
１
３
８
万
円

と
な
っ
て
い
る
。
資
産
処
分
差

額
の
内
容
は
以
下
の
と
お
り
。

施
設
処
分
差
額

　
建
物
　
１
億
３
６
３
６
万
円

（
建
物
及
び
建
物
付
属
設
備
処

分
差
額
）

　
構
築
物
　
２
５
２
万
円
（
体

育
施
設
等
構
築
物
処
分
差
額
）

設
備
処
分
差
額

　
教
育
研
究
用
機
器
備
品
　
１

８
８
０
万
円
（
３
８
６
点
）

　
管
理
用
機
器
備
品
　
３
４
４

万
円
（
41
点
）

　
車
両
　
93
万
円
（
３
台
）

　
電
話
加
入
権
　
61
万
円

　
図
書
　
７
５
９
万
円
（
４
５

０
冊
）

３

貸

借

対

照

表

２

事
業
活
動
収
支
計
算
書


